
地区社会福祉協議会自主事業補助金交付要綱  

（目的）  

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０９条にお

いて、地域福祉を推進するための中核となるべき団体として位置づけられて

いる、社会福祉法人船橋市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）の支

部組織である地区社会福祉協議会（以下「地区社協」という。）が実施する

自主事業に係る経費の一部として、市社協に地区社会福祉協議会自主事業補

助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、地区社協による地

域ぐるみの福祉活動の活性化を図り、共助社会の実現に寄与することを目的

とする。  

（補助対象事業）  

第２条 補助金の交付対象となる事業は、前条に規定する自主事業のうち、次

に掲げる事業とする。なお、船橋市社会福祉協議会活動促進事業補助金にて

補助を受けている事業及び補助を受けていた事業は除く。  

⑴ 地域における仲間づくり・生きがいづくりに寄与する事業  

⑵ 地域における住民相互のふれあい・交流を目的としたイベント 

⑶ 地域福祉推進に関する講演会・研修会  

⑷ その他地域福祉の推進に資する事業  

（補助対象経費）  

第３条 前条に規定する事業において、補助金の対象経費及び金額は次のとお

りとする。 

対象経費  補助金額  

消耗品費、報償費、印刷製本費、

通信運搬費、その他市長が認め

る経費  

１つの地区社協につき、１０万円以

内  

２ クレジットカードを利用して経費を支払う場合においては、次の各号に掲

げるいずれにも該当するものを補助対象経費として取り扱うものとする。  

 ⑴ 補助対象事業期間内にクレジットカード決済（引落しを除く。）及び納

品又は検査が完了していること。  

 ⑵ 原則として市社協又は地区社協名義のクレジットカードを利用するこ



と。ただし、補助対象事業の実施のために必要であることが明らかな経費に

限り、地区社協の職員等の個人名義のクレジットカードを利用することがで

きる。この場合においては、補助対象事業期間内に当該名義人への精算を完

了させなければならない。  

（交付申請）  

第４条 補助事業に対する補助金の申請については、市社協が行うものとし、

地区社会福祉協議会自主事業補助金交付申請書（第１号様式）に次の各号に

掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。  

 ⑴ 事業計画書  

 ⑵ 収支予算書  

 ⑶ その他市長が必要と認める書類  

（交付決定の通知）  

第５条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、

交付の可否を決定し、その旨を地区社会福祉協議会自主事業補助金等交付決

定通知書（第２号様式）によって市社協へ交付の決定を通知するものとする。 

 （実績報告）  

第６条 市社協は、会計年度が終了したときには、地区社会福祉協議会自主事

業実績報告書（第３号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に実績報

告をしなければならない。  

 ⑴ 収支決算書  

 ⑵ 第３条第２項各号を満たすことを確認できる書類（クレジットカードで

補助対象経費を支払う場合に限る。）  

⑶ その他市長が必要と認める書類  

 （交付額確定の通知）  

第７条 市長は、前条第１項の規定による実績報告を受けたときは、交付すべ

き補助金の額を確定し、その旨を地区社会福祉協議会自主事業補助金確定通

知書（第４号様式）によって市社協へ交付額の確定を通知するものとする。 

 （交付の請求）  

第８条 市社協は、補助金の交付を受けようとするときは、地区社会福祉協議

会自主事業補助金交付請求書（第５号様式）に地区社会福祉協議会自主事業



補助金確定通知書（補助事業の完了前に請求する場合にあっては、地区社会

福祉協議会自主事業補助金決定通知書）の写しを添えて市長に請求しなけれ

ばならない。  

（交付決定の取り消し）  

第９条 市長は、補助金を交付する旨の決定を受け、又は補助金の交付を受け

た者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金を交付する旨の決定を

取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部に相当する額を返還

させるものとする。  

⑴ 偽りその他不正の手段により、補助金を交付する旨の決定を受け、又は

補助金の交付を受けたとき。  

⑵ 交付を受けた補助金を目的以外に使用したとき。  

⑶ 補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。  

２ 市長は、地区社会福祉協議会自主事業補助金交付決定取消通知書（第６号

様式）によって市社協へ交付決定の取消を通知するものとする。  

 （補則）  

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。  

   附 則  

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和６年３月１日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式  

 

地区社会福祉協議会自主事業補助金交付申請書  

 

  年  月  日  

 

船橋市長  あて  

 

住 所               

 

団体名               

 

代表者               

 

次のとおり、地区社会福祉協議会自主事業補助金を受けたく、関係書類を添

えて申請します。  

 

補助年度  年度  

補助事業等  

名称   

目的及び内容   

効果   

経 費 所 要 総 予 算 額   

交 付 申 請 額   

着手及び完了予定年月日  
着手予定     年  月  日  

完了予定     年  月  日  

添 付 書 類  

１ 事業計画書  

２ 収支予算書  

３ 前年度決算書  

４ その他  

 



第２号様式  

地区社会福祉協議会自主事業補助金交付決定通知書  

 

第      号  

年   月  日  

    住   所  

申請者 団 体 名  

    代表者氏名         様  

 

船橋市長         印  

 

  年  月  日付申請のあった地区社会福祉協議会自主事業補助金の交

付について次のとおり決定したので、地区社会福祉協議会自主事業補助金交付

要綱第５条の規定により通知します。  

 

補 助 年 度       年度  

補 助 事 業 等 の 名 称  

経費所要総額のうち 

補助の対象となる経費  
              円  

交 付 決 定 額               円  

交 付 予 定 時 期  

交 付 条 件 

1 補助事業等の内容又は経費の配分の変更をす

るときは、市長の承認を得ること。  

2 補助事業等を中止又は廃止するときは、市長

の承認を得ること。  

3 補助事業等が予定の期間内に完了しないとき

又は遂行が困難となったときは、速やかに市長

に報告してその指示を受けること。  

(注 ) 上記の決定に対して異議があるときは、速やかに文書で申請の取下げを

すること。  



第３号様式  

地区社会福祉協議会自主事業実績報告書  

 

年    月    日  

 

船橋市長     あて  

 

 

住   所             

補助事業者     団 体 名             

       代表者氏名                  

         

 

 地区社会福祉協議会自主事業補助金交付要綱６条の規定により、地区社会福

祉協議会自主事業の実施状況を次のとおり報告します。  

 

年 月 日     年   月   日  番 号  第     号  

補 助 年 度 年度  

補 助 金 等 の 名 称      

補 助 事 業 等 
名 称  

施行場所   

着 手 年 月 日  年   月   日  完了年月日    年   月   日  

交 付 決 定 額                      円  

既 交 付 額                   円  

補助対象経費精算額                    円  

補助事業等の経過  

及び内容  

 

添 付 書 類 
1 収支決算書  

2 その他 (               ) 



第４号様式  

 

地区社会福祉協議会自主事業補助金確定通知書  

 

第         号  

年    月    日  

 

住   所             

補助事業者 団 体 名          

代表者氏名             様  

 

 

船橋市長       印  

 

 

   年  月  日付で実績報告のあった地区社会福祉協議会自主事業に

ついて、次のとおり補助金の額を確定したので、地区社会福祉協議会自主事業

補助金交付要綱第７条の規定により、通知します。  

 

 

年月日    年   月   日  番号  第      号  

補助年度  年度  

補助事業等の名称    

交付決定額                       円  

補助対象経費精算額                       円  

補助率   

交付確定額                       円  

 

 

 



第５号様式  

 

地区社会福祉協議会自主事業補助金交付請求書  

 

年    月    日  

 

船橋市長     あて  

 

          住   所           

  団 体 名           

代表者氏名            

 

 

 地区社会福祉協議会自主事業補助金交付要綱の規定により、地区社会福祉協

議会自主事業補助金の交付を次のとおり請求します。  

 

 

年 月 日    年    月    日  番 号  第       号  

補 助 年 度    年度  

補助事業等の名称   

交 付 決 定 額                        円  

交 付 確 定 額                        円  

請 求 額                        円  

添 付 書 類  

1 地区社会福祉協議会自主事業補助金交付確定通知書又は地

区社会福祉協議会自主事業補助金交付決定通知書の写し  

2 その他 (               ) 

 

 

 



第６号様式  

 

地区社会福祉協議会自主事業補助金交付決定取消通知書  

   

船橋市指令第    号  

平成  年  月  日  

 

 

           様  

 

船橋市長          印  

 

  年  月  日付で交付決定の通知した、地区社会福祉協議会自主事

業事業補助金について、次のとおり交付の取り消しが決定しましたので、通知

します。  

 

番 号  第   号  

補 助 年 度       年度  

補 助 事 業 等 の 名 称   

経費所要総額のうち交付  

取消の対象となる経費  
円       

交 付 取 消 決 定 額  円       

交 付 取 消 予 定 時 期   

交 付 取 消 理 由  

１ 偽りその他不正の手段により、交付決定を受け

たため  

２ 補助金を目的以外に使用したため  

３ 補助金の交付決定に付した条件に違反したため  

 

 

 


